
　

前
年
度
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

の
世
界
的
拡
大
に
よ
り
中
学
生
海
外

派
遣
を
中
止
し
た
の
で
、
本
年
度
は

中
学
２
年
生
・
３
年
生
を
対
象
に
10

回
目
と
な
る
中
学
生
海
外
派
遣
事
業

の
派
遣
団
員
を
募
集
し
て
い
ま
す
。

　

す
で
に
対
象
と
な
る
生
徒
に
は
、

４
月
12
日
に
中
学
校
に
お
い
て
説
明

会
を
開
催
し
、
応
募
要
領
等
を
配
布

し
ま
し
た
。
事
業
内
容
や
応
募
方
法

等
は
次
の
と
お
り
で
す
。

派
遣
日
程　

８
月
16
日
（
月
）
〜
24

　

日
（
火
）
の
９
日
間

派
遣
国　

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

内　

容　
　

ホ
ー
ム
ス
テ
イ
（
４
泊
）

　

学
校
訪
問
・
授
業
体
験
（
２
日
間
）

　

文
化
教
育
施
設
等
の
視
察
研
修

　

事
前
研
修
〜
派
遣
報
告
書
の
作
成

応
募
対
象
者　

村
内
在
住
で
中
学
校

中
学
生
海
外
派
遣
事
業

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
ホ
ー
ム
ス
テ
イ

平
成
22
年
度
中
学
生
海
外
派
遣
団
員
を
募
集
し
ま
す

第
２
学
年
・
第
３
学
年
の
生
徒

参
加
費
用　

参
加
者
負
担
金
10
万
円

そ
の
ほ
か
渡
航
手
続
き
等
の
費
用
や

任
意
保
険
料
、
諸
雑
費
な
ど
が
個
人

負
担
と
な
り
ま
す
。

応
募
方
法　

５
月
６
日
（
木
）
ま
で

に
、
所
定
の
「
派
遣
志
願
書
」
、
保

護
者
の
「
承
諾
書
」
お
よ
び
「
作
文
」

（
原
稿
用
紙
３
枚
以
上
）
を
中
学
校

へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
作
文
の
テ

ー
マ
は
、
海
外
派
遣
に
参
加
す
る
理

由
や
抱
負
、
ま
た
、
こ
の
体
験
を
将

来
ど
の
よ
う
に
生
か
し
て
い
き
た
い

か
な
ど
で
す
。

※
た
だ
し
、
第
３
学
年
生
徒
の
う
ち
、

平
成
21
年
度
に
海
外
派
遣
内
定
決
定

を
受
け
た
生
徒
は
、
作
文
の
提
出
の

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

選　

考　

作
文
の
内
容
な
ど
に
よ
り

派
遣
内
定
者
を
決
定
し
、
本
人
に
通

知
し
ま
す
。
た
だ
し
、
内
定
者
は
数

回
の
事
前
研
修
の
終
了
後
に
正
式
な

団
員
と
な
り
ま
す
。
よ
っ
て
、
途
中

団
員
側
の
理
由
に
よ
り
参
加
で
き
な

く
な
っ
た
場
合
は
、
お
預
か
り
し
た

参
加
者
負
担
金
を
返
却
で
き
な
い
こ

と
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
了
承
く
だ
さ

い
。 

問
合
せ  

教
育
委
員
会
事
務
局

　
　
　
　
　
　
　
　

82
‐
１
２
３
０

応
募
締
切
り
は
５
月
６
日

　　 項  　　　　目　　　　　 改　　定　　前　　 　改　　定　　後

所得割（課税所得金額の）　            ６．５０％　　　　変更なし

資産割（固定資産税額の）　         ４５．００%　　 　　変更なし

均等割（一人当たり）　            １０，０００円　　　　変更なし

平等割（一世帯当たり）            １９，０００円　　　　変更なし

　　限 　度 　額　　　　　　 ４７０，０００円　　５００，０００円

所得割（課税所得額の）　　　　　　１．３０％　　　　変更なし

均等割（一人当たり）　　　　　　９，０００円　　　　変更なし

　　限　 度　 額　　　　　　 １２０，０００円　　１３０，０００円

所得割（課税所得金額の）　　　　　１．２０％　　　　変更なし

均等割（一人当たり）　　　　　１２，０００円　　　　変更なし

　　限　 度 　額　　　　　　 １００，０００円　　　　変更なし

国民健康保険税の限度額が変わります
東秩父村国民健康保険では、地方税法の改正により、平成２２年度分から下表のとおり税の限度額を改定します。

医　

療　

分

支
援
分

介
護
分

※第１期分から改定後の税額

　となります。

　保健衛生課

　国保担当 　８２－１７７７

○対象者は？
　離職の翌日から翌年度末までの期間において、
　雇用保険の特定受給資格者（例：倒産・解雇などに
　よる離職）
　雇用保険の特定理由離職者（例：雇い止めなどによ
　る離職）として失業等給付を受ける方です。
○軽減額は？
　国民健康保険税は、前年所得などにより算定されて
　います。
　軽減は、前年の給与所得をその３０／１００とみな

倒産・解雇などによる離職（特定受給資格者）や雇い止
めなどによる離職（特定理由離職者）をされた方へ

平成22年４月から国民健康保険税が軽
減されます

　して行います。
○軽減期間は？
　離職の翌日から翌年度末までの期間です。
　※雇用保険の失業等給付を受ける期間とは異なります。
　※国民健康保険に加入中は、途中で就職しても引き
　　続き対象となりますが、会社の健康保険に加入す
　　るなど国民健康保険を脱退すると終了します。
○制度が始まる前の失業は対象外ですか？
　制度が始まる前１年以内（平成２１年３月３１日以
　降）に離職された方は、平成２２年度に限り国民健
　康保険税が軽減されます。
　※ただし、２１年度の保険税は対象となりません。
○軽減を受けるには申請が必要です。
　その他、問い合わせは、担当までお願いします。
　保健衛生課　国民健康保険担当 　８２－１７７７


